
海洋プラスチック問題の解決に向けた
環境省の取組について
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①海洋プラスチックごみ対策の動向
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海岸漂着物処理推進法改正 (2018.6.15成立)
目的の改正：海洋環境の保全の観点等を追加。
「漂流ごみ等」の追加、漂流ごみ等の円滑な処理の推進
３Ｒの推進等による海岸漂着物等の発生抑制
マイクロプラスチック対策（事業者による使用抑制・排出抑制努力義務、政府によるマイク
ロプラスチック抑制のための施策の在り方についての速やかな検討及びその結果に基づき措
置を講じる旨を規定）
国際的な連携の確保及び国際協力の推進

第４次循環型社会形成推進基本計画(2018.6.19閣議決定)

産業界、自治体、ＮＧＯ、国民等の自主的な取組の促進

資源・廃棄物制約、海洋ごみ対策、地球温暖化対策等の幅広い課題に対応しながら、中国
等による廃棄物の禁輸措置に対応した国内資源循環体制を構築しつつ、持続可能な社会を
実現し、次世代に豊かな環境を引き継いでいくため、再生不可能な資源への依存度を減ら
し、再生可能資源に置き換えるとともに、経済性及び技術的可能性を考慮しつつ、使用さ
れた資源を徹底的に回収し、何度も循環利用することを旨として、プラスチックの資源循
環を総合的に推進するための戦略（「プラスチック資源循環戦略」）を策定し、これに基
づく施策を進めていく。

消費者を始め自治体・ＮＧＯ・企業などの幅広い主体が、一つの旗印の下に連携協働して
取組を進めるため「プラスチック・スマートキャンペーン」を展開。

海洋プラスチックごみ問題に関する国内動向
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海岸における良好な景観及び環境並びに海洋環境を保全するため、海岸漂着物の円滑な処理及び発生の抑制を図る。目的

基本理念 ○総合的な海岸環境の保全・再生 ○責任の明確化と円滑な処理の推進 ○３Ｒ推進等による海岸漂着物等の発生の効果
的な抑制 ○海洋環境の保全（マイクロプラスチック対策含む） ○多様な主体の適切な役割分担と連携の確保 ○国際協力の推進

基本方針・地域計画の策定等 国の基本方針 都道府県の地域計画（海岸漂着物対策推進協議会）

（１）処理の責任等
①海岸管理者は、海岸漂着物等（漂流ごみ・海底ごみを除く）の処理のため必要な措置を講じなければならない。
②海岸管理者でない海岸の占有者等は、その土地の清潔の保持に努めなければならない。
③市町村は、必要に応じ、海岸管理者等に協力しなければならない。 等

（２）地域外からの海岸漂着物への対応
①都道府県知事は、海岸漂着物の多くが他の都道府県の区域から流出したものであることが明らかであると認めるときは、他の都道府県
の知事に対し、海岸漂着物の処理その他必要な事項に関して協力を求めることができる。
②環境大臣は、①の協力の求めに関し、必要なあっせんを行うことができる。
③外務大臣は、国外からの海岸漂着物により地域の環境保全上支障が生じていると認めるときは、必要に応じ外交上適切に対応する。等

（３）漂流ごみ・海底ごみの円滑な処理の推進
国及び地方公共団体は、地域住民の生活・経済活動に支障を及ぼす漂流ごみ等の円滑な処理の推進を図るよう努めなければならない。

国及び地方公共団体は、①発生状況・発生原因に係る定期的な調査、 ②市街地、河川、海岸等における不法投棄防止に必要な措置
③土地の適正な管理に関する必要な助言及び指導 に努める。

海岸漂着物等の発生の抑制

民間団体等との連携の強化・表彰 環境教育・普及啓発等 調査研究等

海岸漂着物等の円滑な処理

① 政府は、海岸漂着物対策を推進するために必要な財政上の措置を講じなければならない。
② 政府は、離島その他の地域において地方公共団体が行う海岸漂着物の処理に要する経費について、特別の配慮をする。
③ 政府は、民間の団体等の活動の促進を図るため、財政上の配慮を行うよう努める。

財政上の措置

美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境並びに海洋環境の保全に係る
海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（海岸漂着物処理推進法：議員立法）の概要

国際的な連携の確保・国際協力の推進

①事業者は、通常の用法に従った使用の後に河川等に排出される製品へのマイクロプラスチックの使用の抑制や廃プラスチック類の排出の
抑制に努めなければならない。 ②政府は、最新の科学的知見・国際的動向を勘案し、海域におけるマイクロプラスチックの抑制のための
施策の在り方について速やかに検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

マイクロプラスチック対策

（平成21年制定、平成30年6月改正）
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海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するための
基本的な方針改定案（概要）

その他

１．推進体制
２．各種施策の点検

経緯

○環境教育
〇消費者教育
〇普及啓発
○海岸漂着物対策活動
推進員等の活用 等

主
な
法
改
正
事
項

１．漂流ごみ等の円滑な処理の推進

２．３Ｒの推進等による発生抑制

３．マイクロプラスチック対策

４．民間団体等の活動支援

５．国際連携、国際協力

平成21年の海岸漂着物処理推進法制定以降も、海岸漂着物等が海洋環境に深刻な影響を及
ぼしており、海洋ごみ対策に係る国際連携・協力の必要性が高まっていること等を踏まえ、平成
30年６月に同法が改正された。法改正を踏まえ、同法に基づく政府の基本方針を改定するもの。

〇流域圏（内陸～沿岸）
で関係主体が一体と
なって対策を実施
〇地域住民の生活や漁
業、観光業等の経済
活動に支障を及ぼし
ている漂流ごみ等に
ついて、漁業者等の
協力を得ながら処理
を推進
〇大規模漂着流木等の
緊急的な処理に対す
る災害関連制度の活
用の推進

①３Ｒの推進による循環型社会の形成
〇ワンウェイのプラスチック製容器包装・製品のリデュースな
どにより、廃プラスチック類の排出を抑制
〇効果的・効率的で持続可能なリサイクル、生分解性のバイ
オプラスチック・再生材の利用の推進、廃プラスチック類の適
正処理を徹底
〇漁具等の海域で使用されるプラ製品の陸域での回収徹底、
可能な限り、分別、リサイクル

②マイクロプラスチックの海域への排出の抑制
〇事業者は、洗い流しスクラブ製品に含まれるマイクロビーズ
の削減徹底など、マイクロプラが海洋に流出しないよう、その
使用抑制に努力
〇国は、マイクロプラスチックの使用の抑制、飛散・流出防止
の措置等について、実態を把握

１ 海岸漂着物対策の推進に関する基本的方向

①海岸漂着物等の円滑な処理

③多様な主体の適切な役割分担と連携の確保

①行政、国民、民間団体、事業者等の全国規模で
の連携強化
②表彰等により積極的な参画を促進
③研究者間の連携を強化

④国際連携の確保及び国際協力の推進

①世界的な取組への積極的な関与
②アジア等の関係国との連携・協力の促進
③途上国の発生抑制対策の支援
④地球規模のモニタリング・研究ネットワーク構築

２ 地域計画の作成に関する基本的事項

○地域計画には、重点区域の設定、対策内容等を規定

○都道府県が地域計画を作成又は改定するに当たっては、内陸から
沿岸に渡る流域圏の主体が一体となる必要があること等に留意。

３ 海岸漂着物対策推進協議会に関する基本的事項

○地域の関係者が円滑な意思疎通や連絡調整を図るため、
有識者や事業者等を含む幅広い主体の参加が望まれる。

②海岸漂着物等の効果的な発生抑制

⑤その他対策に必要な事項

容器包装のプラスチック削減の取
組

九州大学
磯辺研究室提供

海底から引き揚げられたごみ

流域圏のイメージ
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＜リデュース＞
①2030年までにワンウェイプラスチックを累積25％排出抑制
＜リユース・リサイクル＞
②2025年までにリユース・リサイクル可能なデザインに
③2030年までに容器包装の６割をリサイクル・リユース
④2035年までに使用済プラスチックを100％有効利用
＜再生利用・バイオマスプラスチック＞
⑤2030年までに再生利用を倍増
⑥2030年までにバイオマスプラスチックを約200万トン導入

重点戦略

廃プラスチック有効利用率の低さ、海洋プラスチック等による環境汚染が世界的課題
我が国は国内で適正処理・3Rを率先し、国際貢献も実施。一方、世界で2番目の1人当たりの容器包装廃棄量、アジア各国での輸入規制等の課題

背景

のみならず、 や ⇒ に貢献
を通じて、マイルストーンの達成を目指すことで、

途上国における実効性のある対策支援（我が国のソフト・ハードインフラ、技術等をオーダーメイドパッケージ輸出で国際協力・ビジネス展開）
地球規模のモニタリング・研究ネットワークの構築（海洋プラスチック分布、生態影響等の研究、モニタリング手法の標準化等）国際展開

リデュース等 ワンウェイプラスチックの使用削減(レジ袋有料化義務化等の「価値づけ」)石油由来プラスチック代替品開発・利用の促進

プラスチック資源の分かりやすく効果的な分別回収・リサイクル
漁具等の陸域回収徹底
連携協働と全体最適化による費用最小化・資源有効利用率の最大化
アジア禁輸措置を受けた国内資源循環体制の構築
イノベーション促進型の公正・最適なリサイクルシステム

リサイクル

利用ポテンシャル向上（技術革新・インフラ整備支援）
需要喚起策（政府率先調達（グリーン購入）、利用インセンティブ措置等）
循環利用のための化学物資含有情報の取扱い
可燃ごみ指定袋などへのバイオマスプラスチック使用
バイオプラ導入ロードマップ・静脈システム管理との一体導入

再生材
バイオプラ

プラスチックごみの流出による海洋汚染が生じないこと（海洋プラスチックゼロエミッション）を目指した
ポイ捨て・不法投棄撲滅・適正処理
海岸漂着物等の回収処理
海洋ごみ実態把握(モニタリング手法の高度化)

海洋プラス
チック対策

基本原則：「3R＋Renewable」 【マイルストーン】

2019年２月時点

社会システム確立（ソフト・ハードのリサイクルインフラ整備・サプライチェーン構築）
技術開発（再生可能資源によるプラ代替、革新的リサイクル技術、消費者のライフスタイルのイノベーション）
調査研究（マイクロプラスチックの使用実態、影響、流出状況、流出抑制対策）
連携協働（各主体が一つの旗印の下取組を進める「プラスチック・スマート」の展開）

基盤整備

資源循環関連産業の振興

情報基盤（ＥＳＧ投資、エシカル消費）
海外展開基盤

マイクロプラスチック流出抑制対策(2020年までにスクラブ製品のマイクロビーズ削減徹底等）
代替イノベーションの推進

プラスチック資源循環戦略（案）の概要
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②プラスチックごみの回収・適正処理
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背景・目的

事業概要

事業スキーム

実施期間：3年間 （平成30年度～ 32年度(2020年度））

国 民間団体等非営利法人

（補助率）
上限1/2

（補助率）
定額

補助金補助金

期待される効果

・設備導入によるリユース・リサイクル段階でのCO2削減の推進
（平成32年度86,000tCO₂／年の削減効果）
・環境技術・システムの高度化による循環産業の競争力強化

省CO₂型リサイクル等高度化設備導入促進事業省CO₂型リサイクル等高度化設備導入促進事業

太陽光パネル
リサイクル設備

炭素繊維強化プラ
リサイクル設備

カッター一体型
高速ペレット化設備

分別収集混合収集
（分別なし）

高度選別
簡易選別

洗浄破砕/プレス

廃プラスチック輸出
約150万トン/年

主に中国に輸出 原材料化

現状 今後の方向性
[例] [例]

国内循環

廃プラの破砕・
洗浄・脱水設備

これまで年間約150万トンの廃プラスチックが資源として海外に輸出され、その
多くが中国に輸出されていた。一方、平成29年12月末に中国が非工業由来の廃プ
ラスチックの禁輸措置を実施。さらに、本年12月末からは工業由来についても禁
輸措置を拡大予定。加えて、中国に代わる輸出先となっていたタイ、ベトナムな
ども同様の禁輸措置を実施し、他の東南アジア諸国も導入の動きが見られる。こ
の結果、国内での廃プラスチックの滞留が問題となっている。
昨年度、国内資源循環のための緊急的な支援制度を創設したが、アジア大の禁輸
措置拡大に対応するためには、当該措置を大幅に拡充し、設備の高度化・効率化
を通じてプラスチックの国内リサイクル体制を速やかに確保することが不可欠。
加えて、急速に導入が進んでいる再生可能エネルギー設備等の低炭素製品の排出
に適切に対応するため、エネルギー消費の少ない省CO₂型のリユース・リサイク
ル設備や「省CO₂型リサイクル等設備技術実証事業」等により実証された技術・
システムの導入を進める必要。
以上を通じて、低炭素化と資源循環の統合的実現を目指す。

プラスチックの高度なリサイクルに資する省CO₂型（トップランナーと同水準）設備への補助（18.3億円）
低炭素製品等に係るリユース・リサイクルのための省CO₂型設備への補助（15億円）

（例）

万トン0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0
12.0

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

４
月

2017年 2018年

プラスチックくずの輸出量の推移

中国 中国以外

2019年度予算（案）
3,330百万円（ 1,500百万円）
平成30年度第２号補正予算（案）
6,000百万円
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全国ごみ不法投棄監視ウィーク等について全国ごみ不法投棄監視ウィーク等について

◆ 不法投棄の撲滅には、「不法投棄を発生させない未然防止対策」が重要。
◆ 平成19年度より、全国的な取組として、 ５月30日から６月５日を「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」として設定。
◆ 国、都道府県等、市民等が連携し、監視活動や啓発活動等を全国で実施。

【平成30年度の取組状況】
○ ウィーク期間内外の全ての予定事業数は4,966件 （前年度： 4,826件 ） ※ （ ）内は全て前年度の実績

【海洋ごみに係る取組の例】

・地方環境事務所と自治体の海上パトロール（海岸での不法投棄や漂着ごみの監視）
・海上保安庁と地元小学校の海岸清掃及び漂着ごみ調査

監視ウィークの概要

・ウィーク期間内に実施する事業数 国 ： 226事業 （前年度：203事業）
・ 〃 外 〃 〃 ： 276事業 （前年度：284事業）

・ウィーク期間内に実施する事業数 都道府県 ： 209事業 （前年度：191事業）
・ 〃 外 〃 〃 ： 272事業 （前年度：269事業）

・ウィーク期間内に実施する事業数 政令市 ： 142事業 （前年度：134事業）
・ 〃 外 〃 〃 ： 237事業 （前年度：225事業）

・ウィーク期間内外に実施する事業数 市町村（政令市除く） ： 3,490事業 （前年度：3,375事業）

・ウィーク期間内外に実施する事業数 廃棄物関係団体 ： 114事業 （前年度：145事業）

【不法投棄ホットライン】
不法投棄に早期に対応するため、関連情報の国民受付窓口として環境省不法投棄ホットラインを設置。情報受付時は、地
方環境事務所を通じて、都道府県等に情報提供。適宜、都道府県等と連携した現地調査を実施。

【不法投棄等の未然防止等対策】
今後、更に都道府県等において独自に行った不法投棄の未然防止・拡大防止対策の優良な先進的事例の情報収集を行い、

他県への展開を図る予定。

その他の取組
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◎協議会、地域計画等による
複数自治体間相互連携の検
討

◎海岸漂着物処理推進法に基
づく推進員、推進団体等の制
度の活用検討

■モデル地域

より一層の海洋ごみ削減のためには、その回収・処理の継続的な実施に加え、多様な主体が連携した
内陸域を含めた広域的な発生抑制対策等を推進することが非常に重要。

モデル地域を選定し、海洋ごみにつながる内陸域、河川での散乱、漂流、漂着ごみの実態把握、及び発生抑制策
の検討及び実証実施を通じて効果を検証。これらの取組から得られる知見をとりまとめる。

単一県での

取組モデル

（岡山県）

複数県での

取組モデル

（三重県・愛知県

・岐阜県）

内陸
域

河川

海岸

◆市民意識

◆3R施策状況

◆清掃活動実施
状況

（散乱ごみの分
布状況）

◆河川漂着ごみ
分布量

◆河川漂流量

◆河川漂流状況

◆海岸漂着ごみ
分布量

実態把握 発生抑制対策

◎普及啓発・広報

◎3R施策の工夫

◎清掃活動の工夫

漂着ごみ発生実
態把握マニュアル
（仮称）

効果的な発生抑効果的な発生抑
制対策集
（仮称）

地域計画策定の
手引（仮称）

シンポジウム、
説明会等
開催

成果を全国に横展開し、広域的な発生抑制対策を推進

☆ガイドライン作成

☆シンポジウム等

諸制度活用の検討

効果の検
証

海洋ごみ削減のための複数自治体等連携による
発生抑制対策等モデル事業
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背景・目的 事業概要

事業スキーム

日本の海岸には毎年、多くのごみが漂着している。海洋ごみ
は、国内外を問わず様々な地域由来のものが混在しており、自
ら発生抑制対策を行ったとしても問題解決につながらない状況
にあることから、国が補助金による支援を実施し海洋ごみ対策
を進める必要がある。

海岸漂着物処理推進法第29条に基づき、都道府県や市町村等が実施す
る海洋ごみに関する地域計画の策定、海洋ごみの回収・処理、発生抑制
対策に関する事業に対し、補助金による支援を実施する。補助率は、地
域の実情に合わせ、離島や過疎、半島地域等において嵩上げを実施す
る。

期待される効果

海岸漂着物等地域対策推進事業海岸漂着物等地域対策推進事業

事業目的・概要等

イメージ

（補助率）
○地域計画策定事業（都道府県のみ） ・・・補助率 １／２、定額※（※流域圏を含む
地域計画を策定する場合は10百万円を上限とする補助。2023年度までの時限措置。)
○回収・処理事業、発生抑制対策事業 ・・・補助率 ９／１０～７／１０

さらに、自治体負担分の８割が特別交付税で措置

環境省

事業実績報告

補助金

都道府県、市町村などによる
回収処理事業等の実施

事業計画

漂流・漂着ごみの及ぼす様々な影響

海洋環境 船舶航行 観光･漁業沿岸居住環境

全国の漂流・漂着・海底ごみ対策の推進により、
海洋環境の保全等を図る。

海洋ごみの回収処理事業等の推進

重機やボランティアによる海洋ごみの回収処理活動

都道府県に対して補助金を一
括交付する。市町村事業への補
助は都道府県を通じた間接補助
事業となる。

全国における海洋ごみ対策の推進により、海洋環境の保全を図るとと
もに、将来にわたって海洋の優れた景観を維持・保全することにより、
地域社会や漁業・観光等の地域の基幹産業の振興に欠かせない美しく豊
かな海の実現に努める。

2019年度予算（案） 400百万円 （400百万円）
平成30年度第２号補正予算（案） 3,100百万円

11



（岡山県笠岡市上浦港）

（事業後）

（事業前）

（大分県津久見市津久見港） （長崎県対馬市上津島町琴）

海岸漂着物等地域対策推進事業による海岸の清掃
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③イノベーション
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世界的課題である海洋プラスチック問題、資源・廃棄物制約、
地球温暖化対策等の観点から、プラスチックの３Rや再生可能資
源への転換が求められる。
さらに、中国や東南アジアによる禁輸措置が実施・拡大中であ
り、大量の廃プラスチックの国内滞留が深刻化し、焼却・埋立
量や処理コストも増加。不法投棄・不適正処理も懸念され社会
問題化。
こうした構造的な課題を乗り越え、かつ、イノベーションやラ
イフスタイル変革を通じて新たなグリーン成長を実現するため
には、従来型のプラスチック利用を段階的に改め、石油資源由
来の素材から紙、バイオ・生分解性プラスチック等の再生可能
資源への転換を図っていくとともに、使用済みの廃プラスチッ
ク等の省CO2リサイクルシステムを構築することが不可欠。
このため、新たに策定する「プラスチック資源循環戦略」に基
づき①代替素材である再生可能資源への転換・社会実装化、②
使用済素材のリサイクルプロセス構築・省CO2化を強力に後押し
し、低炭素社会構築に資する国内資源循環システム構築を加速
化する。

背景・目的

事業概要

事業スキーム

脱炭素社会を支えるプラスチック等資源循環システム構築実証事業脱炭素社会を支えるプラスチック等資源循環システム構築実証事業 2019年度予算（案）
3,500百万円（新規）

事業目的・概要等

イメージ

国 民間団体等
非営利法
人

（補助率） 1/3～1/2（補助率）定額

①・②

国 民間団体・大学等研究機関の共同実施主体
委託

使用済製品等

製品・容器包装

単純焼却
・埋立て

海外輸出

国内循環に移行 リサイクル

代替 原油
（ナフサ）

①代替素材である紙、バイオ・生分解性プラ（再生可能資源）へ
の転換・社会実装化支援

紙、バイオ・生分解性プラスチック等のプラスチック代替素材
の省CO2型生産インフラ整備・技術実証を強力に支援し、再生
可能資源への転換・社会実装化を図る。

②プラスチック等のリサイクルプロセス構築・省CO2化支援

複合素材プラスチックなどのリサイクル困難素材のリサイクル
技術・設備導入を強力に支援し、使用済素材リサイクルプロセ
ス構築・省CO2化を推進。

期待される効果

プラスチック資源循環戦略に掲げるマイルストーンの達成
（ワンウェイプラスチック排出抑制、容器包装リサイクル、使用済プラチック全
体の資源有効利用、再生素材利用、バイオマスプラ導入）

資源循環関連産業の発展を通じた経済成長・雇用創出
（新たな成長の源泉）

再生可能
資源①代替素材＝再生可能資源への

転換・社会実装化

②使用済素材のリサイクル
プロセス構築・省CO2化

①

リサイクル原料

実施期間：平成31(2019)～35年度(2023年度)
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④普及啓発・多様な主体との連携
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個人、消費者

＜取組例＞

・ポイ捨て撲滅、ごみ拾い活動への参
加
・マイバッグの活用、リユースなど
プラスチックの有効利用

自治体、NGO、企業など
＜取組例＞

・散乱ごみや海岸漂着物の回収
・ワンウェイのプラスチックの排出抑制
・バイオマスプラスチックや紙などの
代替素材の利用

国
内
外
に
発
信

共通ﾛｺﾞﾏｰｸ

「プラスチック・スマート」
キャンペーン

世界経済ﾌｫｰﾗﾑ

官民連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
（PACE）

特設ｷｬﾝﾍﾟｰﾝｻｲﾄ

世界循環経済ﾌｫｰﾗﾑ
（WCEF）

｢ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｽﾏｰﾄ｣
ﾌｫｰﾗﾑ

ＳＮＳ
（♯ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽﾏｰﾄ）

一
つ
の
旗
印
の
下
に

取
組
を
集
約

連携協働

「G20持続可能な成長のためのエネ
ルギー転換と地球環境に関する関係
閣僚会合」の機会に、フォーラムを実
施し、優良な取組を大臣表彰・発表

プラスチック・スマートキャンペーン

○ 海洋プラスチック問題の解決に向けては、消費者を始め自治体・ＮＧＯ・企業な
どの幅広い主体が、一つの旗印の下に連携協働して取組を進めることが必要。

○ このため、ポイ捨て撲滅を徹底した上で、不必要なワンウェイのプラスチックの
排出抑制や分別回収の徹底など、“プラスチックとの賢い付き合い方”を全国的
に推進し、我が国の取組を国内外に発信していくキャンペーンを 「プラスチック・
スマート -for Sustainable Ocean-」 と銘打って展開。



これまでの参加の状況（1/30時点）これまでの参加の状況（1/30時点）

環境省、経団連、セブン＆アイ、日本マクドナルド、積水ハウス、
イオン、三菱商事、兵庫県、神奈川県、北九州市、呉市など

１７６社・団体



フォーラム（事務局：環境省委託先）

国際シンポジウム
の開催

例）G20などの機会に、
会員の取組等を発信

関係団体と連携した各種イベントの実施

海洋ごみ研究会（仮称）
・分野横断的な調査研究の推進

〇海洋プラスチックごみの削減に向け、“プラスチックとの賢い付き合い方”を全国的に推進する
「プラスチック・スマート」キャンペーンを更に強化することを目的として、「プラスチック・ス
マート」キャンペーンの参加者を始めとする様々な団体の対話・交流の促進するものとして設置。

○ フォーラムでは、関係団体とも連携し、大臣表彰の実施、国際シンポジウムの開催、各地域での
イベント等の実施等の情報発信・普及啓発を行うほか、研究者による最新の知見を共有する。

大臣表彰の実施

海ごみゼロウィーク等、
各地域でのイベント等
との連携

調査研究／対策の推進

研究機関等 企業・
業界団体

ＮＧＯ・
ＮＰＯ

国

地方公共団体

フォーラムを通じて
対話・交流を活性化

民間団体

業界団体

地方公共
団体関係

関
係
団
体
と
の
連
携
実
施

イ
ン
プ
ッ
ト

実施

会員間の情報共有の促進、国際動向等の情報共有
（平成31年度より実施）

※会員は各界各層の企業・団体から広く募集（会費な
し）
※本フォーラムは、主体間の連携が活性化するまでの
間、
集中して活動。

「プラスチック・スマート」フォーラム
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３カ年で延べ、240万人のプロジェクト参加
■2019年海ごみゼロウィーク期間中
ウィーク全体で、2000箇所で、80万人規模参加を目指す

■趣旨
いま、海洋ごみによって、海の未来は危機に瀕している。海の危機は、
人類の危機。そして、海ごみの大半は、町から来ている。
だからこそ、海の豊かさを守り、これ以上、海にごみをださない、
という強い意思で、日本全体が、世界中が連帯する必要がある。
５月30日（ごみゼロの日）～６月５日（環境の日）～６月８日（世界海洋デー）
までの前後の期間を海ごみゼロウィークと定め、日本全体で、海洋ごみ削
減のためのアクションを一斉に行う。ごみを出さない、ごみを捨てない、ごみ
を拾う。この当たり前な行動は、日本の誇りであり、世界の模範となる。
そして、一人ひとりの行動が、海の未来を守ることにつながる。
いまこそ、行動を起こそう。日本から世界へ、海の未来を変える挑戦を
実現していこう。

■共通アクション
アイテムを身に着けて、
海ごみゼロ袋でみんなで全国一斉清掃アクション！
青いTシャツや青いタオル、青いアクセサリーなど、青色のアイテムを
身に着けて活動に参加して、オリジナルごみ袋でゴミ拾いを行う。

日本財団・環境省から、各団体・機関に応じて下記内容を呼び掛け、海ごみゼロウィークをオールジャパンで促進していく。

メッセージ

ごみ拾い活動の呼び掛けを行
い、ウィーク期間中に広域で実
施。
・政府官公庁
・NPO・NGO、ボランティア団体
・地方自治体、地域コミュニティ
・海と日本連携パートナー、など

ごみ拾い活動で収集したごみの調
査を行い、どこでどのようなごみが
どのぐらいの量や種類があるかな
どを分析して報告。
・地方自治体
・各研究機関
・NPO・NGO、関連企業等

海ごみに対する知識・意識向上を
目的としたセミナーや学習プログラ
ム、イベントなどを実施していく。
・教育機関
・海洋関係団体
・NPO・NGO

５月30日（ごみゼロの日）から６月５日（環境の日）を経て６月８日（世界海洋デー）までの前後の期間を”海ごみゼロウィーク”として定め、
海洋ごみ削減に向けた全国一斉清掃アクションを全国の個人、団体、企業、自治体に呼び掛け、ごみ拾い活動を行い、そのアクションを可
視化していく。それにより、プロジェクトをオールジャパンで連動し現象化していき、世界へ発信していく。

①ごみ拾い活動 ②ごみの調査・分析 ③海ごみ普及啓発 日本財団・環境省の取組

・各活動やイベントの情報を集約しweb
上で掲出するなど、情報を発信。
・オリジナルごみ袋の提供
・後方支援活動(取材・撮影等サポート)

情報集約

目標

活動の柱

目的

環境省 日本財団

海ごみゼロウィーク
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• 海洋ごみ問題の解決には、我が国そして国際社会において対策を積極的に行うことが不可欠。
• 海洋ごみ対策に関して、全国から優れた取組を募集・選定し、2019年６月に開催予定の「海ごみゼロ国際シンポジウム」で表彰し、深刻
化する海洋ごみ問題の解決に向けた日本のモデルとなるような取組を世界に発信していく。

以下の３部門で、企業、研究機関、NPO・NGO、地方自治体、
個人の海洋ごみ対策の取組を募集。自薦他薦ともに受付。

◯2019年6月に開催予定の「海ごみゼロ国際シンポジウム」での表彰。
◯ 「プラスチック・スマート」、「海と日本プロジェクト」等のwebサイトでの発表。

各部門ごとの表彰と、最優秀賞・審査委員特別賞について表彰を行う。

応募についての詳細は以下のURLを参照。
URL：http://uminohi.jp/umigomizero_award2019/

応募期間：２月18日（月）18:30～４月10日（水）17:00
応募、審査、表彰のスケジュールは以下の通り

先進性・
先駆性 独自性

継続性・
波及性 有効性

選考の審査方針としては、下記４つを設定。

※別途審査委員会と協議の上、審査基準を策定

審査方針 表彰

応募部門

目的

中旬

海ごみゼロアワード

奨励金 金額 100万円
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日時：６月中旬
会場：笹川平和財団国際会議場
住所：港区虎ノ門1-15-16

• 2019年６月15日、16日に日本が議長国を務めるG20持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境に関す
る関係閣僚会合が開催され、海洋プラスチックごみ問題が取り上げられる見込み。

• このような機運を捉え、国内外の幅広い関係者に参画していただき、日本を中心に海洋プラスチックごみ対策に
おける企業・団体の優れた取組や学術研究の成果などを、一般公開のもとで紹介し、問題の解決に向けた我が
国の取組を国内外に発信する。

目的

日時・場所

■シンポジウム構成（予定）
• 海洋ごみによる汚染の現状報告
• 海ごみゼロアワード表彰式
• 日本の取組紹介
• 世界の取組紹介

※シンポジウム後、関係者によるレセプションを
実施予定
※プログラムの詳細は決まり次第公表

構成

※イメージ

・各国関係者
・企業・業界団体
・ N P O ・ N G O
・政府、地方自治体関係者
・ メディア
・その他

※日英同時通訳を予定

対象

海ごみゼロ国際シンポジウム



⑤国際貢献
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• 廃棄物処理制度・システム・廃棄物発電技術ガイドラインなど制度整備支援。途上国（政
府、企業、国民）の意識変革（人材育成）を支援。

• 廃棄物プラント業界と一体となって、廃棄物発電の案件を形成。FS調査支援等によりバッ
クアップ

• 我が国の優れた廃棄物処理・リサイクル技術と制度をパッケージとして提供
• 民間企業の案件形成・実現可能性調査（FS調査）を支援

ミャンマー国ヤンゴン市における
JCM資金支援事業による
廃棄物発電施設の設計・建設
・焼却炉（60t/日処理規模）
が2017年4月に竣工。

フィリピン国ダバオ市での廃棄物発電事業にかかる準備調
査・事業化検討
・廃棄物焼却施設（600t/日処理規模）を建設し、発電・
エネルギー回収を行う事業。（北九州市と連携）
インドネシアにおける廃棄物発電導入を包括的にサポートす
る支援プログラム
・廃棄物発電に係る技術ガイドライン策定、ビジネスモデル確
立、訪日研修実施、日尼合同委員会開催などの包括的な
支援を提供。

1 二国間協力
制度整備等の支援
＜例＞
タイ： 2016年3月、タイ王国工業省と産業
廃棄物の管理に関する協力覚書を締結

ベトナム：３R・廃棄物処理に係る法令作成支援
フィリピン：廃棄物発電施設導入ガイドライン策定

支援等

2 多国間協力
アジア太平洋３R推進フォーラム
・第8回会合を2018年4月9日～12日にインドール
（インド）にて開催。
・アジア諸国・太平洋島嶼国等（40カ国以上）の大
臣・副大臣級、 国際機関及び援助機関など700
名超が参加。

【主な進行中の案件】
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【従業員】20名 【処理能力】15t/日
【事業内容】
スラバヤ市に設置したリサイクル工場で、市内で発生した一般ごみを収集し、手作業で分別を行う。
一般ごみは「生ごみ」「金属ゴミ」「プラスチック」「紙くず」に分けられる。
生ごみは市内の別敷地にあるコンポストセンターで堆肥化し、農業団体に販売している。
プラスチック、紙くずはプレス処理を行いリサイクル業者に販売している。

外務省「中小企業等の海外展開支援事業（ODAを活用した中小企業等の海外展開支援のための
委託調査業務）」にて実施（2013年10月～2016年10月）。

http://open_jicareport.jica.go.jp/pdf/12265682.pdf
2013年にスラバヤ市に施設を建設し、現地人材のキャパシティ・ビルディングを実施。
JICA事業終了後、施設はスラバヤ市に譲渡。現在、西原商事は運営に係わっていない。

株式会社西原商事
【本社】北九州市 【資本金】１千万円 【設立】1980年

手作業による分別作業 生ごみのコンポスト化作業中間処理施設
24
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環境省「H23年度静脈産業の海外展開促進のための実現可能性調査等支援事業」にてF/S実施
2016年5月に現地法人DAI DONG ENVIRONMENT SOLUTIONS CO., LTD.を設立
【資本金】約2,500万円
【株主】市川環境エンジ ：51％、URENCO11 （ハノイ市の廃棄物処理公社 ）：49％
【本社】Hung Yen省 Van Lam District, Dai Dong 地区

【事業内容】

ベトナムにある製紙工場等、現在石炭を熱源としている工
場・作業所に対して、製紙スラッジ並びにマテリアルリサイク
ルに廻りにくい廃プラスチックを主原料とした再生燃料
（Recycled Paper and Plastic Fuel；RPF)を製造販売並びに供
給する事業 RPF

排出 収集・運搬 RPF化 販売

製紙工場等 RPF製造ライン 主にボイラー設置企業

株式会社市川環境エンジニアリング
【本社】千葉県市川市 【資本金】50百万円 【設立】1971年

ベトナムでの取組例（廃プラスチックを主原料としたRPF製造・供給）
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背景・目的 事業概要

○開発途上国は急激な経済成長の途上にあり、環境汚染の懸念
○我が国は時代の要請に応じて循環産業を発展させてきており、環境保
全及び資源循環において先進的な技術・システムを有する
○本事業により、途上国の求める廃棄物処理・リサイクル・浄化槽による
生活排水処理の実施を効率的に進め、世界的な環境負荷低減に貢献
するとともに、環境インフラ輸出により我が国の経済を活性化する

○政府、自治体、事業者等が相互に連携し、制度の導入支援と、廃棄物
処理・リサイクル・浄化槽による生活排水処理システムの輸出をパッ
ケージ化
○二国間協力や多国間協力と有機的に結びつけ、戦略的に支援

期待される効果

○適正な廃棄物処理・リサイクル・浄化槽による生活排水処理システムを
国際展開 → 世界規模での環境負荷低減に貢献
○循環産業の活発な国際展開 → 我が国経済の活性化

我が国循環産業海外展開
事業化促進事業

・国際展開に踏み出
せる事業者を対象

・国際展開の可能性
が高い国々におけ
るFS等を支援

（１） アジア諸国の３Ｒ・廃棄物処理・浄化槽関連情報の収集、情報提供、
我が国循環産業・技術の海外発信

（２） 国、自治体、事業者、研究者等による会合の開催、情報共有の推進
（３）廃棄物収集及び廃棄物由来固形燃料の国際標準化への積極対応

我が国循環産業海外展開支援
基盤整備事業

事業スキーム 民間事業者環境省

調査等の請負

成果報告

（１）事業実現可能性（FS）調査（新規参入枠・自治体連携も考慮）
（２）情報発信・現地合同ワークショップ等で事業実施の協力関係構築
（３）事業の円滑運営に向けた現地関係者の能力開発事業

○海外展開の具体的な計画段階にある廃棄物処理・リサイクル・浄化槽
事業に対する、事業実現のための支援

浄化槽輸出基数の推移

地域別輸出基数

過去2年間で急増

（４）集合処理・個別処理の長所を踏まえた汚水処理施設普及案件形成、
及び制度・維持管理体制整備

（４）アフリカのきれいな街プラットフォームの取組促進（アフリカの廃棄物
管理向上方策策定）

（５）ＡＳＥＡＮ６国（タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム、
ミャンマー）における取組促進（ガイドライン作成、入札情報収集など）
（６） 中東等における取組促進（廃棄物発電の普及戦略の策定など）

我が国循環産業の戦略的国際展開・育成事業
2019年度予算額
404百万円（350百万円）
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背景・目的

以下の途上国向け技術によるコ・イノベーション事業を実施
システム技術の例
マイクログリッド、地域冷房・最適制御 等
複数技術のパッケージ化の例
風力発電＋EV充電インフラ＋EV、太陽光発電＋蓄電池＋EMS、
廃棄物発電＋IoT化、堆肥化＋バイオガス発電、
ソフト面＋ハード面のパッケージ化 等

優れた低炭素技術は国際的な地球温暖化対策の強化に不可欠であるが、そ
の普及には途上国との協働により、これらの国のニーズに適した低炭素製品・
サービスのイノベーション及び市場創出が必要となる。
本事業では途上国向け技術のシステム化、複数技術パッケージ化等による、
我が国の強みである質の高い環境技術・製品のカスタマイズ・普及を通じて低
炭素社会を構築し、我が国と途上国の協働を通じて、双方に裨益あるイノベー
ション（コ・イノベーション）を創出する。
このコ・イノベーションにより、国内の技術開発への還元や他の途上国への波
及等につなげていく。

政策目標

途上国に優れた低炭素技術を普及し、CO2排出削減による低炭素
社会の構築を実現するとともに、途上国に適した低炭素製品・サー
ビスのイノベーション及び経済・社会システム、ライフスタイルの変
革につなげる。

事業目的・概要等

【複数技術パッケージ化の例】

実施期間：31年度（2019年度）～35年度（2023年度）

事業スキーム

事業概要

イメージ

風力発電＋ EV充電インフラ＋ EV 太陽光発電＋蓄電池＋EMS

太陽光
発電

風力
発電

・ディーゼル発電依存度が高い離島における、
再生可能エネルギーと蓄電池を制御するEMSの開発

再生可能エネルギーによる発電と蓄電を
EMSで制御することにより、自律的に一定
時間・一定量の電力安定供給を行う。

従来のディーゼル発電機に依存した社会システム構造に
再エネ由来の電力安定供給を付加
⇒ディーゼル発電機への依存度が低下しCO2削減に寄与

IoT

途上国のニーズ

国 非営利法人

（補助率）
1/3、1/2、2/3

民間事業者等

（補助率）
定額

補助金 補助金

コ・イノベーションによる途上国向け低炭素技術創出・普及事業
2019年度予算（案）

2,000百万円（新規）
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● 日中両国の海洋問題全般に関する定期的な協議メカニズム。

● 平成31年12月、第10回会議が中国・嘉興市で開催。

＜日中韓三カ国環境大臣会合(TEMM) における取組＞

● 国連環境計画（UNEP）の地域海行動計画の１つ。

● 日本、韓国、中国、ロシアによる海洋環境保全を目的としている。

● 平成19年～現在 ：地域行動計画（ＲＡＰ ＭＡＬＩ）
・ 各国政府による海洋ごみに関する情報共有
・ ワークショップ、海岸清掃キャンペーンの実施（平成30年６月に釜山で実施）

＜北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）における取組＞

＜日中高級事務レベル海洋協議＞ TEMM19
※写真は差し替え予定

日中海洋ごみ協力専門家対話プラットフォーム第2回会合及び第2回日中海洋ごみワークショップを2019
年に日本で同時に実施し、また、海洋ごみ共同調査を2019年に中国で実施し、この分野における協力・
交流を更に推進することで一致。

海洋ごみに係る地域レベルでの連携について

2018 NOWPAP ICC

● 日中韓三カ国の環境大臣が、本地域及び地球規模の環境問題に関する対話
を行い、協力関係を強化するための会合。
※TEMM：Tripartite Environment Ministers Meetingの略称

● 平成30年６月のTEMM20（中国・蘇州）において、中川大臣から、Ｇ20において
は、海洋ごみも課題として取り上げる予定であり、三カ国のリーダーシップを発
揮して、海洋ごみ対策に取り組むことを提案した。両国から、本課題に対する重
要性の認識が示された。.

28



マイクロプラスチックのモニタリング手法の調和等

G7富山環境大臣会合（平成28年5月）において、エルマウ・サミットで合意された「海洋ごみ問題に
対処するためのG7行動計画」及びその効率的な実施の重要性を再確認するとともに、G7として
各国の状況に応じ、優先的施策（※）の実施にコミット。
（※）廃棄物管理に関するG7及び関係国間でのベストプラクティスの共有、マイクロプラスチック分解前段階でのプラスチ
ックごみの回収・処理、海洋ごみ削減に向けた国際協力、発生抑制に関する啓発・教育活動、マイクロプラスチックの
モニタリング手法の標準化及び調和等

→マイクロプラスチックのモニタリング手法の標準化及び調和について、日本が主導

マイクロプラスチックのモニタリング手法・計測項目に関するrecommendationの作成

２次元マップ（世界の海域の漂流マイクロプラスチック濃度分布図）の重要性の認識
そのために必要な相互比較のための共同実験の実施

２次元マップ作成に向けたパイロットプロジェクトの提案
ｰ 分析誤差の調査
⇒平成29年度に実施
ｰ サンプリング誤差の調査
⇒平成30年度に実施（実施中）

マイクロプラスチックのモニタリング手法の標準化及び調和に関する国際専門家会合（平成28年12月東京）を
開催し、下記について確認・合意。

G7エルマウ・サミット（平成27年6月）において、G7で初めて、海洋ごみが世界的な問題であることの
認識が首脳宣言に盛り込まれ、「海洋ごみ問題に対処するためのG7行動計画」が策定。

平成27年度

平成28年度

九州大学磯辺研究室提供

平成30年度中にガイドラインをとりまとめるとともに、2019年度は東南アジア数カ国とともに調査の実証実施を
行うとともに、人材育成のための研修に招聘する。 29



⑥調査・モニタリング
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環境省による海洋ごみ調査

採取

水深300mから回収された漁網

底曳き網

沿岸海域または沖合海
域において、底曳き網
により、海底ごみを採
取・分類し、海域別の
ごみの密度及び現存量
を推定

海底ごみ調査

沿岸海域または沖合海域におい
て、船上から海面上のごみを目視
で確認し、海域別のごみの密度及
び現存量を推定

ネットによる採取

顕微鏡による計測

環境省では、全国の海岸においてモニタリング調査等を実施するとともに、沿岸海域・沖合
海域において、漂流ごみの目視調査、マイクロプラスチック（マイクロビーズを含む）の採
取、海底ごみの採取を実施。

漂着ごみ調査 漂流ごみ調査

レジンペレット

海岸をモニタリング調査し、漂着
ごみの量や種類、組成、ペットボ
トルの製造国（言語表記）等の情
報を収集・整理

マイクロプラスチック調査

マイクロプラスチックについて、その海洋汚
染の実態把握を推進。具体的には、
・日本周辺海域等における分布状況
・マイクロプラスチックに吸着しているPCB
等の有害化学物質の量
を把握するための調査を実施

：平成28年度調査箇所
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テーマ１ 海洋プラスチックごみの沿岸～地球規模での海洋中の分布状況及び動態に関する実態把握
及びモデル化

テーマ２ 海洋プラスチックごみ及びその含有化学物質による生態影響評価

テーマ３ 海洋プラスチックごみのモニタリング・計測手法等の高度化

○地球規模でのプラスチック循環モデルの構築と将来予測
○海洋プラスチックごみの大洋内及び大洋間動態の物理過程のモデル化
○海洋プラスチックごみの沿岸海洋における動態解明とモデル化
○海洋プラスチックごみの循環モデルに要するパラメタリゼーションの研究

○海洋プラスチック及びその含有化学物質の海洋環境における分布と動態
○マイクロプラスチックの生物影響評価
○海洋プラスチック（マクロ及びマイクロプラスチック）の海洋生態系への影響評価

○各種技術等を活用した漂流ごみ等（マイクロプラスチックを含む）のモニタリング・計測手法の高度化
○海底堆積物中のプラスチックごみの計測技術の高度化
○漂着ごみ等のモニタリング・計測手法の高度化

環境研究総合推進費（平成30～32年度）
（海洋プラスチックごみ研究概要）

～海洋プラスチックごみに係る動態・環境影響の体系的解明と計測手法の高度化に係る研究～

全球のプラスチック循環モデルを構築し、将来のマイクロプラスチック浮遊量を推算する。マイクロプ
ラスチックによる海洋生態系への影響を評価する。モデルの精度検証や今後のモニタリングの高度化・
加速化を可能とする、海洋プラスチックごみをモニタリング・計測する標準的な手法を提示する。

目標：海洋プラスチック汚染の実態解明と地球規模での将来予測
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河川におけるマイクロプラスチックの実態調査

33

平成30年度実施内容

○ 日本には毎年多くの海洋ごみが発生し、近年は、マイクロ

プラスチックによる海洋生態系への影響も懸念され、平成
30年6月に海岸漂着物処理推進法が改正されたところ。
○ これを受け、環境省は、海洋における調査に加え、海洋ゴ

ミの一因とされる河川のマイクロプラスチックの実態調査を
行い、効果的な海洋ごみの発生抑制につなげる必要があ
る。

・文献調査
・有識者ヒアリング
・試行的な採取等調査（多摩川・鶴見川）

平成31年度以降（今後の予定）

調査概要 実施イメージ背景・目的

・河川等におけるマイクロプラスチック調査方法
の確立
・実態調査実施（サンプリング・分析等）
・河川から海洋への流入量概算 等

※平成30年度は31年度実施内容の準備として以下を実施

河川調査地点（平成30年度）
□多摩川調査地点
（上流１地点、中流１地点、下流１地点、支流４地点）
□鶴見川調査地点
（上流１地点、中流１地点、下流１地点、支流４地点）

調査対象河川（平成30年度） 資料採取
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